
平成28年6月16日

（単位 円）

科 目 金 額 金 額

(資産の部)

流動資産 6,474,493,293 2,354,027,369

現金･預金 6,246,270,360 2,518,165

求償債権 288,462,616 104,765,000

未収収益 58,548,730 812,400

前払費用 2,016,930 418,539

仮払金 6,656,800 2,237,077,411

繰延税金資産 58,923,659 8,385,664

貸倒引当金 -186,385,802 50,190

固定資産 732,713,496 1,554,277,433

有形固定資産 1,319,652 3,998,414

器具･備品 1,319,652 5,140,000

無形固定資産 4,246,943 1,545,139,019

ｿﾌﾄｳｪｱ 3,761,102

電話加入権 485,841

投資その他の資産 727,146,901 3,908,304,802

投資有価証券 187,889,250

敷金保証金 7,294,440 3,298,901,987

繰延税金資産 531,963,211 30,000,000

3,268,901,987

7,500,000

3,261,401,987

944,200,000

2,317,201,987

(491,120,897)

3,298,901,987

資産合計 7,207,206,789 7,207,206,789

香 川 県 高 松 市 塩 屋 町 ８ 番 地 １
百 十 四 総 合 保 証 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 岡 保 雄

前受保証料

科 目

未払法人税等

未払消費税

預り金

純資産合計

(当期純利益)

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益剰余金

(純資産の部)

株主資本

資本金

利益剰余金

保証債務貸倒引当金

負債合計

固定負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

賞与引当金

その他流動負債
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（平成28年3月31日現在）貸 借 対 照 表

負債及び純資産合計

(負債の部)

流動負債

未払費用



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準および評価方法

有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

①時価のあるもの････当期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの････移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産･･････････定率法

ソフトウェア（自社利用）･･･社内における利用期間（5年）に基づく定額法

（３）引当金の計上基準

①賞与引当金･･････････従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当期末に対応する金額を計上している。

②退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当期末において発生していると認

められる額を計上している。

③貸倒引当金･･････････求償債権等の債権の貸倒損失に備えるため、債権の回収可

能性を個別に検討して計上している。

④保証債務貸倒引当金･･保証業務から生ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、

債務者区分に応じた引当方法を採用し、個別回収不能見込

額および予想損失額を計上している。

⑤役員退職慰労引当金･･役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等

の基準に関する内規に基づき当期末における要支給額を計

上している。

（４）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。


